
奈 良 市 既 存 木 造 住 宅 耐 震 改 修 工 事 補 助 金 交 付 要 綱  

平 成 １ ８ 年 ４ 月 ６ 日  告 示 第 ２ ３ ９ 号  

 

        改 正  平 成 １ ９ 年 ３ 月 ２ ９ 日 告 示 第 １ ７ ４ 号  

平 成 ２ ２ 年 ４ 月 １ ４ 日 告 示 第 ２ ０ ８ 号  

平 成 ２ ３ 年 ８ 月 １ ８ 日 告 示 第 ４ ７ ３ 号  

平 成 ２ ４ 年 ３ 月 ２ ８ 日 告 示 第 １ ５ ５ 号  

平 成 ２ ４ 年 ４ 月 ２ ３ 日 告 示 第 ２ ４ ６ 号  

令 和  ３ 年 ３ 月 １ ９ 日 告 示 第 １ ２ ６ 号  

  令 和  ５ 年 ３ 月 ２ ９ 日 告 示 第 １ ３ ２ 号  

  令 和  ７ 年 ３ 月 ３ １ 日 告 示 第 １ ４ ８ 号  

 

（ 趣 旨 ）  

第 １ 条  木 造 住 宅 の 地 震 に 対 す る 安 全 性 の 向 上 を 図 る た め 、木 造 住 宅 の 所 有 者 等

に 対 し 耐 震 性 を 高 め る 耐 震 改 修 工 事 に 要 す る 経 費 に つ い て 、予 算 の 範 囲 内 で 既

存 木 造 住 宅 耐 震 改 修 工 事 補 助 金（ 以 下「 補 助 金 」と い う 。）を 交 付 す る も の と

し 、そ の 交 付 に つ い て は 、奈 良 市 補 助 金 等 交 付 規 則（ 昭 和 ５ ９ 年 奈 良 市 規 則 第

２ ３ 号 。以 下「 規 則 」と い う 。）に 定 め る も の の ほ か 、こ の 要 綱 の 定 め る と こ

ろ に よ る 。  

 （ 用 語 の 定 義 ）  

第 ２ 条  こ の 要 綱 に お い て 、次 の 各 号 に 掲 げ る 用 語 の 意 義 は 、当 該 各 号 に 定 め る

と こ ろ に よ る 。  

(1) 耐 震 診 断  目 視 に よ る 建 物 の 外 観 及 び 内 観 の 調 査 、 壁 量 の 計 算 等 に よ り 、 

地 震 に 対 し て の 建 物 の 安 全 性 を 耐 震 診 断 技 術 者 が 評 価 す る こ と を い い 、 そ の

方 法 に つ い て は 、 「 建 築 物 の 耐 震 診 断 及 び 耐 震 改 修 の 促 進 を 図 る た め の 基 本

的 な 方 針 」 （ 平 成 １ ８ 年 国 土 交 通 省 告 示 第 １ ８ ４ 号 ） 別 添 の 第 １ 「 建 築 物 の

耐 震 診 断 の 指 針 」 に 基 づ く 評 価 方 法 及 び 同 指 針 た だ し 書 に 規 定 す る 国 土 交 通

大 臣 が 同 指 針 の 一 部 又 は 全 部 と 同 等 以 上 の 効 力 を 有 す る と 認 め た 方 法 （ 一 般

財 団 法 人 日 本 建 築 防 災 協 会 （ 以 下 「 協 会 」 と い う 。 ） に よ る 「 木 造 住 宅 の 耐

震 診 断 と 補 強 方 法 」 に 定 め る 「 一 般 診 断 法 」 及 び 「 精 密 診 断 法 」 （ 時 刻 歴 応

答 計 算 に よ る 方 法 を 除 く 。 ） 等 を い う 。 ） と す る 。  

(2) 補 助 対 象 住 宅  市 内 に 存 す る 、次 の い ず れ か に 該 当 す る 一 戸 建 て 住 宅（ 専

用 住 宅 又 は 併 用 住 宅（ 住 宅 部 分 が 過 半 を 占 め る も の を い う 。以 下 同 じ 。 ）と

し て 使 用 さ れ て い る 住 宅 で 、賃 貸 の 用 に 供 す る 住 宅 を 除 く も の を い う 。） で

あ っ て 、在 来 軸 組 構 法 、伝 統 的 構 法 又 は 枠 組 壁 工 法 の 住 宅 及 び 木 造 と 他 の 構

造 の 立 面 的 な 混 構 造 住 宅 の 木 造 部 分（ ３ 階 建 て 以 下 の も の に 限 る 。）で 、耐

震 診 断 技 術 者 が 行 う 耐 震 診 断 に お い て 、保 有 水 平 耐 力 計 算 に よ る 場 合 に あ っ

て は 保 有 水 平 耐 力 を 必 要 保 有 水 平 耐 力 で 除 し て 得 た 数 値 の 最 小 値 、限 界 耐力

計 算 に よ る 場 合 に あ っ て は 安 全 限 界 時 の 限 界 耐 力 を 作 用 す る 地 震 力 で 除 し

て 得 た 数 値 の 最 小 値 （ 以 下「 構 造 評 点 」 と い う 。）が １ ． ０ 未 満 と 診 断 さ れ

た も の を い う 。た だ し 、丸 太 組 構 法 の 住 宅 、建 築 基 準 法 の 一 部 を 改 正 す る 法

律（ 平 成 10年 法 律 第 100号 ）に よ る 改 正 前 の 建 築 基 準 法（ 昭 和 25年 法 律 第 201



号 ）第 38条 の 規 定 に よ り 、建 設 大 臣 の 認 定 を 受 け た 住 宅 並 び に 奈 良 市 既 存 木

造 住 宅 小 規 模 耐 震 改 修 工 事 補 助 金 交 付 要 綱 を 廃 止 す る 告 示（ 平 成 ２ ２ 年 奈 良

市 告 示 第 ９ ２ 号 ）に よ る 廃 止 前 の 奈 良 市 既 存 木 造 住 宅 小 規 模 耐 震 改 修 工 事 補

助 金 交 付 要 綱（ 平 成 １ ９ 年 奈 良 市 告 示 第 １ ７ ５ 号 ）の 規 定 に よ り 既 存 木 造 住

宅 小 規 模 耐 震 改 修 補 助 金 を 受 け た 住 宅 を 除 く 。  

  ア 昭和５６年５月３１日以前に建築された一戸建て住宅  

  イ 昭和５６年５月３１日以前に建築された一戸建て住宅であって、平成１７年５月

３１日以前に増築又は改築されたもの  

  ウ 昭和５６年５月３１日以前に建築された一戸建て住宅であって、平成１７年６月

１日以後に建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第１３７条の２第３号

の規定に基づき増築又は改築されたもの  

(3) 耐 震 改 修 工 事  補 助 対 象 住 宅 の 構 造 評 点 を １ ．０ 以 上 と す る た め に 施 工 す  

る 工 事 を い う 。  

(4) 耐 震 診 断 技 術 者  建 築 士 法（ 昭 和 ２ ５ 年 法 律 第 ２ ０ ２ 号 ）第 ２ ３ 条 第 １ 項

の 登 録 を 受 け て い る 建 築 士 事 務 所 に 属 す る 建 築 士 で あ っ て 、都 道 府 県 、協 会

等 が 実 施 す る 木 造 住 宅 耐 震 診 断 講 習 を 修 了 し た 者 を い う 。  

 （ 補 助 対 象 者 ）  

第 ３ 条  補 助 金 の 交 付 を 受 け る こ と が で き る 者 （ 以 下 「 対 象 者 」 と い う 。 ） は 、

次 の い ず れ に も 該 当 す る 者 と す る 。  

(1) 市 内 に 存 す る 補 助 対 象 住 宅 の 所 有 者（ 共 有 の 住 宅 に あ っ て は 共 有 者 全 員 の  

合 意 に よ る 代 表 者 ） で あ っ て か つ 補 助 対 象 住 宅 に 現 に 居 住 し て い る 者 又 は 補

助 対 象 住 宅 に 居 住 す る 意 思 を 有 す る 者 で あ る こ と 。  

(2) 補 助 対 象 住 宅 に つ い て 耐 震 改 修 工 事 を 行 う こ と 。  

 （ 補 助 対 象 経 費 ）  

第 ４ 条  補 助 金 の 対 象 と な る 経 費（ 以 下「 補 助 対 象 経 費 」と い う 。）は 、対 象 者  

が 補 助 対 象 住 宅 の 耐 震 改 修 工 事 に 要 し た 経 費 と す る 。  

 （ 補 助 金 の 額 等 ）  

第 ５ 条  補 助 金 の 額 は 、 補 助 対 象 経 費 に ３ 分 の １ を 乗 じ て 得 た 額 (５ ０ ０ ， ０ ０

０ 円 を 限 度 と し 、 １ ， ０ ０ ０ 円 未 満 の 端 数 は 切 り 捨 て る 。 ） と す る 。  

２  補 助 金 の 交 付 は 、 補 助 対 象 住 宅 １ 棟 に つ き 、 １ 回 限 り と す る 。  

３  補 助 金 の 交 付 は 、 対 象 者 ご と に 、 １ 年 度 に つ き １ 回 限 り と す る 。  

 （ 補 助 金 の 交 付 申 請 ）  

第 ６ 条  補 助 金 の 交 付 を 受 け よ う と す る 者 は 、規 則 第 ４ 条 第 １ 項 に 規 定 す る 補 助

金 等 交 付 申 請 書 に 、 次 に 掲 げ る 書 類 を 添 え て 市 長 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。 

(1) 耐 震 改 修 工 事 費 見 積 書 （ 別 記 第 １ 号 様 式 ）  

(2) 補 助 対 象 住 宅 の 付 近 見 取 図 及 び 写 真  

(3) 補 助 対 象 住 宅 の 建 築 時 の 確 認 通 知 書 （ 建 築 物 ）・確 認 済 証 、検 査 済 証 、登  

記 事 項 証 明 書 等 そ の 建 築 時 期 が 確 認 で き る 書 類 の 写 し  

(4) 補助対象住宅の所有者が確認できる書類（建 物 全 部 事 項 証 明 書 等 ）  



(5) 補 助 対 象 住宅の 居 住 者 が 確 認 で き る 書 類 （ 住民票等）  

(6) 補助対象住宅の所 有 者 が 複 数 あ る と き は 、申請者以外の所 有 者 からの耐 震 改  

修 工 事 の実施に係る同意書  

(7) 補助対象住宅の 居 住 者 が 複 数 あ る と き は 、 申 請 者 以 外 の 居 住 者 か ら の 耐 震  

改 修 工 事 の 実 施 に 係 る 同 意 書  

(8) 現況耐 震 診 断 の 結 果 の 写 し  

(9) 耐 震 診 断 技 術 者 が 作 成 し た 耐 震 改 修 後 の 補 助 対 象 住 宅 の 構 造 評 点 が １ ．０  

以 上 と な る 耐 震 診 断 結 果 報 告 書 の 写 し  

(10) 耐 震 診 断 技 術 者 が 作 成 し た 耐 震 改 修 工 事（ 現 況・改 修 後 ）の 計 画 図 面（ 附  

近 見 取 図 、配 置 図 、各 階 平 面 図 、立 面 図 、断 面 図 、展 開 図 、軸 組 図 、各 詳 細  

図 、 構 造 図 等 ）  

(11) 耐 震 診 断 を し た 者 が 耐 震 診 断 技 術 者 で あ る こ と を 証 す る 書 類 の 写 し  

(12) 耐 震 診 断 ・ 耐 震 改 修 工 事 の 計 画 図 書 を 作 成 し た 耐 震 診 断 技 術 者 の 建 築 士  

免 許 の 写 し  

(13) 既 存 建 築 物 状 況 報 告 書 （ 別 記 第 ２ 号 様 式 ）  

(14) そ の 他 市 長 が 必 要 と 認 め る 書 類  

 （ 耐 震 改 修 工 事 の 着 手 ）  

第 ７ 条  補 助 金 の 交 付 決 定 を 受 け た 者 は 、補 助 金 の 交 付 決 定 日 か ら ３ ０ 日 以 内 に

耐 震 改 修 工 事 に 着 手 す る も の と す る 。  

 （ 補 助 金 の 実 績 報 告 ）  

第 ８ 条  補 助 金 の 交 付 決 定 を 受 け た 者 は 、耐 震 改 修 工 事 が 完 了 し た と き は 、規 則

第 １ ４ 条 に 規 定 す る 補 助 事 業 等 実 績 報 告 書 に 、次 に 掲 げ る 書 類 を 添 え て 市 長 に

提 出 し な け れ ば な ら な い 。  

(1) 耐 震 改 修 工 事 の 着 手 前 、 工 事 中 及 び 完 了 時 の 工 事 写 真  

(2) 耐 震 改 修 工 事 費 精 算 書 （ 別 記 第 ３ 号 様 式 ）  

(3) 耐 震 改 修 工 事 に 要 し た 経 費 の 領 収 書 の 写 し  

(4) そ の 他 市 長 が 必 要 と 認 め る 書 類  

 （ 補 則 ）  

第 ９ 条  こ の 要 綱 に 定 め る も の の ほ か 、補 助 金 の 交 付 に 関 し 必 要 な 事 項 は 、そ の

都 度 市 長 が 定 め る 。  

   附  則  

  こ の 告 示 は 、 平 成 １ ８ 年 ４ 月 ６ 日 か ら 施 行 す る 。  

   附  則 （ 平 成 １ ９ 年 ３ 月 ２ ９ 日 告 示 第 １ ７ ４ 号 ）  

  （施行期日）  

１  こ の 告 示 は 、 平 成 １ ９ 年 ４ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。  

 （ 経 過 措 置 ）  

２  こ の 告 示 に よ る 改 正 後 の 奈 良 市 既 存 木 造 住 宅 耐 震 改 修 工 事 補 助 金 交 付 要 綱

の 規 定 は 、平 成 １ ９ 年 度 以 後 の 年 度 分 の 補 助 金 に つ い て 適 用 し 、平 成 １ ８ 年 度

ま で の 年 度 分 の 補 助 金 に つ い て は 、 な お 従 前 の 例 に よ る 。  

   附  則 （ 平 成 １ ９ 年 ３ 月 ２ ９ 日 告 示 第 １ ７ ５ 号 抄 ）  

 （施行期日）  

１  こ の 告 示 は 、 平 成 １ ９ 年 ４ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。  



   附  則 （ 平 成 ２ ２ 年 ４ 月 １ ４ 日 告 示 第 ２ ０ ８ 号 ）  

こ の 告 示 は 、平 成 ２ ２ 年 ４ 月 １ ４ 日 か ら 施 行 し 、こ の 告 示 に よ る 改 正 後 の 奈 良

市 既 存 木 造 住 宅 耐 震 改 修 工 事 補 助 金 交 付 要 綱 第 ２ 条 の 規 定 は 、平 成 ２ ２ 年 度 以 後

の 予 算 に 係 る 補 助 金 か ら 適 用 す る 。  

附  則 （ 平 成 ２ ３ 年 ８ 月 １ ８ 日 告 示 第 ４ ７ ３ 号 ）  

こ の 告 示 は 、 平 成 ２ ３ 年 ８ 月 １ ８ 日 か ら 施 行 す る 。  

附  則 （ 平 成 ２ ４ 年 ３ 月 ２ ８ 日 告 示 第 １ ５ ５ 号 ）  

こ の 告 示 は 、 平 成 ２ ４ 年 ４ 月  １ 日 か ら 施 行 す る 。  

附  則 （ 平 成 ２ ４ 年 ４ 月 ２ ３ 日 告 示 第 ２ ４ ６ 号 ）  

こ の 告 示 は 、 平 成 ２ ４ 年 ４ 月 ２ ３ 日 か ら 施 行 す る 。  

附  則 （ 令 和  ３ 年 ３ 月 １ ９ 日 告 示 第 １ ２ ６ 号 ）  

（ 施 行 期 日 ）  

１  こ の 告 示 は 、 令 和 ３ 年 ４ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。  

（ 経 過 措 置 ）  

２  こ の 告 示 の 施 行 の 際 、現 に こ の 告 示 に よ る 改 正 前 の そ れ ぞ れ の 要 綱 の 規 定

に 基 づ き 作 成 さ れ て い る 用 紙 は 、当 分 の 間 、必 要 な 調 整 を し て 使 用 す る こ と が

で き る 。  

附  則 （ 令 和  ５ 年 ３ 月 ２ ９ 日 告 示 第 １ ３ ２ 号 ）  

こ の 告 示 は 、 令 和  ５ 年 ４ 月  １ 日 か ら 施 行 す る 。  

附  則 （ 令 和  ７ 年 ３ 月 ３ １ 日 告 示 第 １ ４ ８ 号 ）  

 こ の 告 示 は 、 令 和  ７ 年 ４ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。  

 



別記  

第１号様式（第６条関係）  

 

   年   月  日  

 

耐震改修工事費見積書  

 

                          住 所 

 

                                                   施工者          ㊞  

 

  次のとおり見積りいたします。  

 

 １ 工事場所 

 

 ２ 見積額 

 

 ３ 耐震改修工事費見積内訳  

  

                            

                                              
 

  耐震改修工事費   

 Ⅰ 直接工事費                                 円  

 Ⅱ 共通費・諸経費                                 円  

計                                 円  

 Ⅲ 消費税                                 円  

合 計                      円  

 

 

 

   【添付書類】耐震改修工事費内訳を示す書類 

 

                       

 



 

第２号様式（第６条関係）  

既存建築物状況報告書 

  年  月  日 

 

（宛先）奈良市長  

 

申請者 住所 

    氏名          印 

 

 

補助申請建築物の敷地における既存建築物について、 

 

□ 検査済証取得時から、相違ない事について調査しましたので、報告します。  

□ 別添調査書の内容について、相違ない事について調査しましたので、報告します。  

なお、この報告書に記載の事項は事実に相違ありません。 

 

確認通知書（建
築物）・確認済証
等番号 

□有    年  月  日  第      号  □無 □不明 

検査済証番号 □有    年  月  日  第      号  □無 □不明 

建築物の所在地  

既存建築物を 

調査した者 

事務所名  

事務所登録 （  ）級建築士事務所 （  ）登録 第     号 

事務所所在地  

電話番号  

調査者資格 （  ）建築士     （  ）登録 第     号 

調査者氏名          印 

添付図書等 

1．確認通知書（建築物）・確認済証及び検査済証（写し） 

2．既存建築物の確認図書（写し） 

※確認通知書（建築物）・確認済証及び検査済証が未取得、不明な建築物については、建築基

準法の集団規定について、集団規定適否確認表と現況調査書と資料を作成し、適合している

ことを調査し提出すること。（適合していないものについては、補助金交付申請の提出はでき

ない。） 

3．現況の配置図及び平面図（法適合状況を整理したもの） 



集団規定適否確認表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※現況調査書も作成すること。 

※配置図、立面図、断面図等検討した内容のわかる図面を添付すること。 

チェック項目 現行法要件 現況調査結果 
適否 

判定 

既存 

不適格 

道路関係 
接道長 

建築基準

法第 43 条 
□2ｍ □3ｍ □4ｍ 現況接道長（    ）ｍ 

  

道路後退 

建築基準法

第 42条第 2

項 

□有 □無  

  

用途地域関係 
 

建築基準

法第 48 条 
用途地域：  

  

容積率 
 

建築基準

法第 52 条 

指定容積率（  ）％ 

前面道路幅員（  ）ｍ 
現況容積率（   ）％ 

  

建ぺい率 
 

建築基準

法第 53 条 
指定建ぺい率 現況建ぺい率（   ）％ 

  

外壁の後退距離 
 

建築基準

法第 54 条 
□1ｍ □1.5ｍ □無  

  

高さの限度 
 

建築基準

法第 55 条 
□10ｍ □12ｍ □無 現況高さ（   ）ｍ 

  

斜線制限 

道路斜線 

建築基準法

第 56条第 1

項 

□1:1.25 □1:1.5  

  

隣地斜線 

建築基準法

第 56条第 2

項 

□有 □無  

  

北側斜線 

建築基準法

第 56条第 3

項 

□有 □無  

  

高度地区  建築基準

法第 58 条 

□有 □無 

（  ｍ）高度地区 

   

日影規制  建築基準法

第 56条の 2 

□有 □無 

規制時間（ ｈ, ｈ） 

   

防火、準防火地域  建築基準

法第 61 条

～64 条 

□区域内 □区域外    

 



現況調査書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※敷地内に複数棟存在する場合は、棟別現況調査書も提出すること。 

１ 都市計画等 都市計画区域等

の内外の別  

□都市計画区域内（□市街化区域 □市街化調整区域） 

□都市計画区域外 

防火地域等 □防火地域 □準防火地域 □２２条区域 □指定なし 

その他 □高度地区（第  種）   ｍ高度地区 

２ 前面道路 □道路 第  条第  項  号 幅員  ｍ 

３ 敷  地 敷地面積      ㎡    

用途地域     

指定容積率      ％    

指定建ぺい率      ％    

４ 既存建築物の

概要 

主要用途 □専用住宅  □併用住宅 

建築面積      ㎡ 建ぺい率      ％  

延べ面積      ㎡ 容積率      ％  

最高高さ      ｍ 階数 地上  階 / 地下  階 

軒高さ      ｍ 建築年月日   年  月  日 

耐火建築物 □耐火 □準耐火 □外壁、軒裏防火構造 

確認通知書（建
築物）・確認済証 

□有 □無 確 認 通 知 書
（建築物）・確
認済証番号、
年月日 

第           号 

      年  月  日 

検査済証 □有 □無 検査済番号・ 

年月日 

第           号 

      年  月  日 

建物登記 □有 □無 登記年月日       年  月  日 

その他  

 



棟別現況調査書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

棟番号 ① ② 全体 

①建築面積        ㎡        ㎡        ㎡ 

②建ぺい率        ％        ％        ％ 

③延べ面積        ㎡        ㎡        ㎡ 

④容積率        ％        ％        ％ 

⑤建築物の最高高さ        ｍ        ｍ        ｍ 

⑥階数 地上  /地下   地上  /地下    

⑦構造        造 

（一部   造） 

       造 

（一部   造） 

⑧確認通知書（建築物）・ 

確認済証 
□有  □無 □有  □無 

⑨同上番号 第      号 第      号 

⑩確認年月日    年 月 日    年 月 日 

⑪検査済証 □有  □無 □有  □無 

⑫同上番号 第      号 第      号 

⑬検査済証交付年月日    年 月 日    年 月 日 

⑭建物登記年月日    年 月 日    年 月 日 

⑮建物登記構造   造  階建   造  階建 

⑯建物登記床面積 1 階  ㎡ 2 階  ㎡ 

3 階  ㎡ 計   ㎡ 

1 階  ㎡ 2 階  ㎡ 

3 階  ㎡ 計   ㎡ 

⑰その他  

 



 

第３号様式（第８条関係）  

 

   年   月  日  

 

耐震改修工事費精算書 

 

 

                          住 所 

 

                                                   施工者          ㊞  

 

  次のとおり精算いたします。  

 

 １ 工事場所 

 

 ２ 指令番号  

 

 ３ 精算額 

 

 ４ 耐震改修工事費精算内訳  

 

 
 

  耐震改修工事費   

 Ⅰ 直接工事費                                 円  

 Ⅱ 共通費・諸経費                                 円  

計                                 円  

 Ⅲ 消費税                                 円  

合 計                      円  

 

 

 

   【添付書類】耐震改修工事費内訳を示す書類  

   

                                 


